
第 16回教育委員会 

 
平成 29 年７月 14 日 

午 後 ３ 時 3 0 分 

本庁舎 7 階市会第 6 委員会室              

本 庁 

                            

議 案  

 議案第99号 普通科系高等学校の再編整備の方向性について 
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議案第99号 普通科系高等学校の再編整備の方向性について 

 

 長期的な少子化の進行により、大阪においては中学校卒業者数がピークであった 

昭和 62 年から現在約半数に減少しており、今後も増加に転じる見込みは薄いと考え

られる。 

 このような中、大阪市高等学校教育審議会第 11次答申（平成 22年 3月）において、

少子化傾向が一層進むことから、普通科及び普通科系専門学科を設置する高等学校を

中心に、再編整備に伴う一層の特色化に向けた検討を早急に行うことが必要とされた。 

また、平成 25年 11月に「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」が

策定され、平成 30年度までに府立高校・市立高校あわせて 7校程度の募集停止を行

うこととしている。 

 一方で、本市では、国際社会でリーダーシップを発揮し活躍するための人材を養成

する「公設民営の手法による国際バカロレア認定コースを持つ中高一貫教育校」を平

成 31年 4月に新設することとした。これにあわせて、本市の高等学校全体の視点か

らその他の普通科系高等学校の再編整備も速やかに進める必要がある。 

 さらに、本市の中心部では、児童生徒数が急増するなど、幼稚園、小学校、中学校、

高等学校全体の視点から、学校の適正配置や再編整備を検討する必要性にも直面して

いる。 

 このような状況を踏まえ、教育委員会では平成 29年 1月 23日に提出された「大阪

市高等学校教育審議会第 12次答申」に基づき、普通科系高等学校を再編整備し、「大

阪を基盤とし、全国・世界で活躍できる人材の育成」に向け、大学等と幅広く接続・

連携した新しい普通科系高等学校の開設について検討を行ってきたところである。 

 これまでの検討を踏まえ、再編対象校、開校時期、開校場所、学級規模について次

のとおり再編の方針案を決定する。 

 なお、コンセプトや教育内容については今後も引き続き検討を行う。 

 

記 

１ 再編対象校 

   西 区：西 高 等 学 校  （西区北堀江 4－7－1） 

   中央区：南 高 等 学 校  （中央区谷町 6－17－32） 

   北 区：扇町総合高等学校  （北区松ヶ枝町 1－38） 

 

２ 開校時期 

   平成 34年 4月（予定） 

 

３ 開校場所 

   扇町総合高等学校校地 

 

４ 学級規模 

   1 学年 6学級 

２ 


